
（共同研究）

研　　究　　課　　題 研究期間 助成金（円）

名古屋大学大学院
法務研究科教授

小  畑      郁
外７人

日本の裁判所による国際法情報の利用にかかわる諸制度と利
用実態（継続研究）

平成２６年１月～
平成２８年１２月

817,000

一橋大学大学院
国際企業戦略研究科教授

宍　戸　善　一
外６人

関係的契約の日米比較－司法による規律，社会的メカニズムに
よる規律－（継続研究）

平成２７年１月～
平成２９年１２月

400,000

慶應義塾大学
法学部教授

三　木　浩　一
外１３人

民事訴訟法学における新次元の研究課題の構築－２０１９年ア
ジア初の世界訴訟法会議に向けてのアジェンダ・セッティング

平成２８年４月～
平成３０年３月

1,000,000

名古屋大学大学院
法学研究科教授

森　際　康　友
外１６人

職域拡大時代の弁護士倫理－弁護士会・弁護士・依頼者の三元
的研究－

平成２８年４月～
平成３０年３月

1,000,000

北海道教育大学
教育学部教授

岡　田　忠　雄
外１人

学校医療事故における養護教諭の法的責任に関する研究－小
児医療職観点からみた原因究明と適切な事故後対応の考察

平成２８年４月～
平成３０年３月

500,000

（個人研究）

研　　究　　課　　題 研究期間 助成金（円）

京都府立大学
公共政策学部准教授

竹　部　晴　美
Ｅディスカバリー手続における弁護士・依頼人秘匿特権について
－（継続研究）

平成２６年１０月～
平成２８年９月

212,000

大阪大学グローバルコラボレー
ションセンター特任助教

安　藤　由香里
日本における難民認定申請者の法的保護の研究－欧州難民保
護制度からの示唆－

平成２８年１月～
同１２月

350,000

千葉大学医学部
社会精神保健教育センター講師

椎　名　明　大 判例調査による責任能力判断に関与する因子についての分析
平成２７年１２月～
平成２８年６月

400,000

平  成  ２７  年  度  研  究  助  成  選  考  結  果
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研　　　究　　　者


